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稲作経営における生産コスト低下の可能性と経営戦略

九州大学大学院農学研究院 南石晃明

Ⅰ.はじめに

わが国の基本的な政策方針を示す「日本再興戦略」（内閣府、2014）において、「今後 10 年

間で、全農地面積の８割（現状約５割）が担い手によって利用され、資材・流通面での産業

界の努力も反映して担い手のコメの生産コストを、現状全国平均（１万６千円/60kg）から

４割削減し、法人経営体数を 2010 年比約４倍の５万法人とすることを目標とする」とされ

ている。また、こうした政策目標に向けた研究開発の一環として「攻めの農林水産業の実現

に向けた革新的技術緊急展開事業」が実施されており、①消費者ニーズに立脚し、輸出拡大

も視野に入れた新技術による強みのある農畜産物づくり、②大規模経営での省力・低コスト

生産体系の確立、③ICT 技術等民間の技術力の活用などにより、従来の限界を打破する生産

体系への転換を進めることが我が国農業政策上の急務とされている（農林水産省農林水産技

術会議、2014）。

本稿では、最新の研究開発の動向も踏まえつつ、米生産コスト低下の可能性と稲作経営が

とるべき経営戦略について考察を行う。具体的には、Ⅱ節では、作付規模および組織形態と

生産コストの関係を検討し、米生産コスト低下を追及するためには、個別経営における経営

革新（経営管理・生産管理）が必要であるとの仮説を提示する。Ⅲ節では、米生産コストの

国際比較を概観し、わが国の稲作経営の戦略策定のための基礎的知見を得る。Ⅳ節では、農

匠ナビ 1000 プロジェクトを事例として、稲作経営革新に向けた研究開発動向を概観し、米

生産コスト低下の可能性を展望する。Ⅴ節では、本稿の要約を行う。

Ⅱ．作付規模・組織形態と生産コスト

水稲の生産コストとして利用可能な統計データとしては、農林水産省が定義する「生産費」

がある。「生産費」のうち、自作地代や自己資本利子まですべてのコストを含めた生産費を「全

算入生産費」とよんでいる。通常、生産費は、「作付 10a あたり」、あるいは、「玄米 60kg あ

たり」で示される。しかし、経営管理上は、インプットに対するアウトプットに着目する必

要があり、小売価格との関係を明確に意識するためには、「1kg あたり」でコストを認識する

ことが重要である。

水稲の全国平均作付面積は 1.4ha であり、全算入生産費は玄米 1kg あたり 266.7 円である

（2011 年度産全国平均値）。これに対して、水稲作付面積 15ha 以上層の平均作付面積は

21.0ha であり、その生産費は 184.7 円（全国平均の３割減）である。

図１は、作付規模と生産費の関係を図示したものであり、各作付模階層別の水稲全算入生

産費全国平均値をプロットしたものである。図１から明らかなように、作付規模拡大と共に

生産費は低減するが、10ha 前後で規模拡大の生産費低減効果は小さくなる。図１の曲線は、

これらの作付面積と生産費の関係を最小二乗法によって統計的に推計したものである。作付
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面積（ha）を x、生産費（円/kg）を y とすると y=184.6+130.8/x という関係式が推定される。

自由度調整済み決定係数 R2 は 0.997 であり、この推計式は作付規模と生産費の関係を良く

表していることを意味している。この推計結果から、現在の稲作経営構造と技術体系を前提

としても、規模拡大によって生産費の３割程度の削減は可能であるが、現在の稲作経営構造

と技術体系を前提とする限り、どこまで規模拡大を進めても、生産費は 180 円程度で下げ止

まると推測される。

資料：農林水産省「米生産費統計」（平成２３年度産）

注：玄米 1kg あたりの全算入生産費を作付規模別に示している。曲線は最小二乗法による

回帰直線を示す。

図１ 水稲の作付面積と生産費の関係

以下では、こうした傾向が生じる原因の考察を行う。まず、1ha あたりの水稲収量をα

(kg/ha)とすると、上記の推計式から生産費総額は次式で表せる。

生産費総額=αxy=184.6αx+130.8α ・・・・(1)

損益分岐点分析の考え方を援用すれば、この式から、固定費的生産費は 130.8α 、単位作

付面積あたりの変動費的生産費は 184.6αであること推測できる。通常の損益分岐点分析で

は、一定の機械や施設を前提として、操業度（本稿では作付面積）の増加に伴い変化しない

費用を固定費とよび、農業機械や施設などの減価償却等が主な経費となる。また、操業度の

増加に比例して増加する費用を変動費とよび、肥料等の投入資材費や労賃などが主な経費と

なる。このため、通常の損益分岐点分析では、短期の費用曲線を想定している。しかし、現

実には、作付規模が拡大するのに伴って、より大型の農業機械や施設が導入される。また、

類似の性能の機械や施設や複数台導入することで、作付規模の拡大に対応している。このた
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め、現実の規模別生産費から推計した（１）式は、こうした作付規模拡大に伴う農業機械・

施設の導入が行われた結果としての生産費と作付規模（操業度）との関係を表していると理

解できる。このため、（１）式は長期費用曲線であるといえる。このように考えると、変動費

的生産費は 184.6αは、作付規模拡大に伴う農業機械・施設の大規模化や複数台化も加味し

た長期的な視点からの変動費的生産費と考えられる。これに対して、固定費的生産費は 130.8

αは、最小規模の機械・施設を用いた場合の固定費的生産費と考えられる。

図２は、この式に基づいて、作付規模拡大に伴う固定費的生産費と変動費的生産費の生産

費に対する割合の変化を示している。

図２ 長期生産費曲線から推定される変動費的生産費と固定費的生産費の割合

図２から明らかなように、作付規模拡大に伴い固定的生産費の割合は急速に小さくなる。

このことは、小型、中型、大型の農業機械・施設が販売されており、その価格も性能に比例

する傾向があるため、農業機械・施設が分割可能な投入財となっていることを反映した結果

であると思われる。具体的には、3ha 程度までは固定的生産費の割合が 20%以上あるが、6ha

程度で固定的生産費の割合は 10%程度に低下し、14ha で 5%程度に低下する。このことは、

現在の稲作経営構造と技術体系を前提とする限り、規模拡大のメリットは、6~15ha 規模で

ほとんど消失することを意味している。以下に示すように、この点は、既往の文献で指摘さ

れてきた点と一致する。

梅本（2014）は、関連文献のレビューを行い、「都道府県においてはほぼ２~３ha 未満の

規模の階層において規模の経済性が存在するがそれ以上の規模においては収穫不変である」、

「約 15ha の規模において最小適正規模に達し、それ以上の規模では、費用曲線はほぼ水平

になる」としている。また、農林水産省「米及び麦類の生産費」および「経営実態調査」（30ha

以上のデータ）の生産費を図示し、「規模が拡大するにつれて 10ha 程度まではコストが低下

するが、それ以上はほぼ一定である」としている（図３）。さらにその要因として、圃場分散

の問題や作期の問題もあるが、より本質的要因として「規模が大きくなっても用いる技術体
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系が変わらないこと」を指摘している。そのため「1 台体系（オペレータ 1 人・機械 1 セッ

ト）の下では 10ha 程度の規模で限界に達してしまうとともに、規模が N 倍になれば機械も

N セットになることから固定費は低下」しないとしている。その一方で、規模拡大に伴って、

「圃場数の増加・分散化に伴い様々な非効率が発生」し、また、「従業員を増加させても、適

切な作業管理を実施できる中間マネージャーの確保が困難なことから、複数の作業班を編成

するメリットが生じない」としている。

出典：梅本（2014、p.32、図Ⅰ-1-2）

図３ 規模別米生産費の分布

また、秋山（2014）は、経営規模別の生産費を経営形態別に図示し、経営形態別生産費の

比較を行っている（図４）。その結果、以下の特徴を指摘している。「①個別経営の場合、7ha

程度で規模の経済は下げ止まりし、Ｌ字型となる（最上層で再度下がっているが評価保留）、

➁組織法人、任意組織は、10ha 未満の最下層を除いて、ほぼ規模に関わりなく横ばいの曲

線となる。③３者を比較した場合、大規模層においては、個人経営＜組織法人＜任意組織の

順となり、それぞれ１万、２万円の格差がある」としている。また、その原因として、「10a

当労働時間の組織経営での多投」、「任意組織における 10a 当物財費の多投」を指摘している。

以上の梅本（2014）および秋山（2014）の指摘を筆者なりに整理・解釈すると、以下の仮

説が導かれる。経営組織別にみると、生産費は、個人経営で最も低く、組織法人、任意組織

の順に高くなる。15ha 以上の経営規模（作付面積）拡大に伴い、個人経営では生産費が低

下する傾向もみられるが、組織法人および任意組織では生産費の低下傾向はみられない。そ

の原因として、個人経営に比較し、組織法人や任意組織では、規模拡大のメリットを発揮で

きる生産管理がなされていない。これは、それぞれの「経営」の組織構造や経営管理・生産

管理機能の特性を考慮すれば、十分に成り立つ解釈と思える。
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出典：秋山（2014、p.54、図Ⅰ-3-5）

注：生産費には地代および利子を含まない。

図４ 規模別経営形態別 10a あたり生産費

こうした仮説に立てば、組織法人や任意組織よりも、大規模な個別経営において生産費低

下の可能性が高いと期待できる。また、規模拡大による生産費低下を実現するためには、個

別の稲作技術の改善よりも、むしろ、効率的で効果的な生産管理システムの構築が重要であ

ると考えられる。換言すれば、生産費低下の鍵を握るのは、水稲栽培技術ではなく、経営管

理・生産管理であり、その革新そこが重要であるとも考えられる。

Ⅲ 生産コストの国際比較と経営戦略

矢口（2012）は、「国際競争力は、最終的には生産費の高低である」とし、わが国の生産

費の項目に対応させてアメリカの米生産コストの費目を読み替えて比較している（表 1）。こ

の表から読み取れる特徴的な点として以下を指摘している。「①日本の 15ha 以上の稲作経

営でも、全算入生産費は全米の 6.4 倍、生産費も高いが収益も高くジャポニカ米を多く生産

するカリフォルニアの 5.2 倍に達する。なかでも労働費の格差が大きい。規模の大きさが影

響している。②円高になれば、さらに日米コストの格差は拡大する。2011 年平均レート 79.97

円で同様に計算すると、日本の 15ha 以上の経営は全米の 7.0 倍、カリフォルニアの 5.7 倍

になる。2007 年の円安時（1 ドル 117.93 円）でも、4.8 倍、3.9 倍である。都府県の平均

では、2007 年レートでも 7.2 倍、5.9 倍の生産費格差がある。③日本の 10a 当たり収量の
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向上の余地はあるが、アメリカの 200ha 規模 10 に拡大するのは困難を伴い、仮に実現して

も一握りであろう。当面 20～30ha 規模を目指すのが現実的である。」なお、農林水産省の

定義では生産費には販売経費が含まれないため、矢口(2012)の表 1 の「利潤」（「粗収益」と

全産入生産費の差額）には、実際には「販売費用」が含まれる可能性があり、今後の検討を

要する。

表２は、表１の日本 15ha 以上とカリフォルニアのデータを用いて、1kg 当たりの費用を

求め、ドル円レートおよび日本の収量の変化が、両国の米生産費の格差にどのような影響を

及ぼすのかについて若干の分析を行ったものである。なお、ドル円レートは、1 ドル 80 円（円

高シナリオ）、100 円（平均シナリオ）、120 円（円安シナリオ）の３つのシナリオを想定し

た。

日本 15ha 以上の全算入生産費は、玄米 1kg あたり 186.77 円（2009 年産）、カリフォルニ

アのそれは、32.83（円高）~48.81 円（円安）であり、日本の 17~26％程度である。費目別

にみると、物財費は、日本が 107.98 円、カリフォルニアが 20.34~30.56 円であり、日本の

21~28％である。労働費は日本が 39.57 円、カリフォルニアが 2.71~4.06 円であり、日本の

7~10％である。資本利子は、日本が 7.77 円、カリフォルニアが 0.02 であり、日本の約 0％

である。地代は、日本が 38.4 円、カリフォルニアが 9.44~14.17 円であり、日本の 25~37％

である。

その一方で、以下の費目では日本の費用と同程度か、あるいはカリフォルニアの方が高い

点は注目に値する。生産管理費は、日本が 0.90 円、カリフォルニアが 1.04~1.57 円であり、

日本の 116~174％である。また、その他諸材料費は日本が 3.08 円、カリフォルニアが

2.62~3.93 円であり、日本の 85~127％である。種苗費は日本が 3.72 円、カリフォルニアが

2.04~3.077 円であり、日本の 55~82％である。

このことは、カリフォルニアは、恵まれた圃場条件や気象条件を最大限生かしながら、日

本よりも相対的に多く経営資源（資金や時間）を生産管理、種子やその他の諸材料費に投入

し、より効率的な生産管理を行い、高収量と低コストを実現している側面もあるのはないか

との仮説を想起させる。この点は、前節でわが国における稲作経営の現状分析から、生産費

低下の鍵を握るのは、経営管理・生産管理であり、その革新そこが重要であると述べたこと

にもつながる内容である。

さらに表２から、日本の全算入生産費を構成する費目である地代 38.4 円、労働費 39.57

円、建物・農機具費 40.37 は、それだけでカリフォルニアの全算入生産費（32.83~48.81 円）

に匹敵する額であることがわかる。また、仮に、日本の収量が 600kg、700kg と増加すると

（他の条件は一定）、カリフォルニアの生産費との格差は縮小するが、カリフォルニアと同水

準の 725.76kg に達したとしても、カリフォルニアの生産費は日本の 25~ 38％に留まること

もわかる。ただし、日本と海外で「収量」概念に違いがあり、収量格差の実態については、

今後、詳細な検討を要する。

この結果は、わが国の大規模稲作経営者が如何に優秀であっても経営努力による生産費格
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の解消は極めて困難であることを示している。このため、わが国の稲作経営者のとるべき戦

略は、低コスト戦略ではなく、高付加価値戦略であることを示している。

表１ 日本とアメリカの玄米 60kg 当たりの生産費の比較

出典：矢口(2012、p.3、表 1)

注：日本は 2009 年産生産費、アメリは 2010 年産生産費であり、１ドル＝88.09 円（2010

年平均）として日本円で表示している。

そこで、粗収益（農場価格）に着目すると、日本の 229.90 円/kg に対して、カリフォルニ

アは 36.27~54.40 円であり、日本の 16~24％に過ぎない。利潤は、日本は 43.13 円/kg、カ

リフォルニアは 3.72~5.59 円であり、日本の 9~13%に過ぎない。このことは、日本と比較す

ると、カリフォルニアの稲作経営は、「薄利多売」のビジネスモデルとして成立している。た

だし、アメリカ国内では、カリフォルニアは相対的に高付加価値な米生産を行っている点に

は留意されたい。

日本 15ha 以上の稲作経営（平均 20ha）とカリフォルニアの稲作経営（平均 172ha）を比

較すると、日本の稲作経営戦略の参考となる以下の点が指摘できる。まず売上高は、日本が

2345 万円であるのに対して、カリフォルニアは作付面積が 8.5 倍もあるのに、売上高は

4537.63~6806.45 万円であり、日本の 242~290％である。また、利潤（補助金は含まず）は、

日本が 440 万円であるのに対して、カリフォルニアは 465.88~698.83 万円であり、日本の

106~159%である。
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このことは、日本の 15ha 以上の稲作経営とカリフォルニアの平均的な稲作経営を比較す

ると、そのファームサイズ（作付面積、物理規模）は 8.5 倍の格差があるが、ビジネスサイ

ズ（売上高）は 2.5~３倍程度の差であり、収益規模（利潤）では１~1.5 倍程度である。つま

り、日本 15ha 以上の稲作経営はカリフォルニアと比較して零細とはいえず、売上高や利潤

等の経済規模に着目すると、必ずしも解消できないほどの格差があるとはいえないことがわ

かる。

この結果は、日本 15ha 以上の作付規模についての結果であるが、現実には、30ha 規模で

自社米を原材料とする食品製造を行う農業生産法人や水稲生産を行う 100ha 超の規模の農

業生産法人は増加しており、その売上高は 1~３億円程度に達する場合も多い。こうした農業

生産法人は優れた経営管理能力を有しており、わが国の稲作経営は、輸入米との商品差別化

を行い、ブランドを確立し、高付加価値戦略を目指すべきと考えられる。

表２ ドル円レートおよび収量の変化に伴う日米生産費格差

日本
15ha以上

円高 平均 円安 円高 平均 円安
1ドル= 88.09円 80円 100円 120円 88.09円 80円 100円 120円

物財費 1 107.98 22.43 20.37 25.47 30.56 0.21 0.19 0.24 0.28
種苗費 2 3.72 2.25 2.04 2.55 3.07 0.61 0.55 0.69 0.82
肥料費 3 16.07 2.78 2.53 3.16 3.79 0.17 0.16 0.20 0.24
農業薬剤費 4 10.12 3.12 2.83 3.54 4.25 0.31 0.28 0.35 0.42
光熱動力費 5 5.98 2.30 2.09 2.61 3.13 0.38 0.35 0.44 0.52
その他諸材料費 6 3.08 2.88 2.62 3.27 3.93 0.94 0.85 1.06 1.27
土地改良・水利費 7 10.98 1.52 1.38 1.72 2.07 0.14 0.13 0.16 0.19
賃料・料金 8 11.68 1.22 1.10 1.38 1.66 0.10 0.09 0.12 0.14
物品税・公課等 9 2.37 0.48 0.44 0.55 0.66 0.20 0.19 0.23 0.28
建物・農機具費 10 40.37 4.73 4.30 5.37 6.45 0.12 0.11 0.13 0.16

償却費 11 31.12 3.88 3.53 4.41 5.29 0.12 0.11 0.14 0.17
修繕費 12 9.25 0.85 0.77 0.96 1.16 0.09 0.08 0.10 0.13

自動車費 13 2.72 - - - - - - - -
生産管理費 14 0.90 1.15 1.04 1.31 1.57 1.28 1.16 1.45 1.74

労働費 15 39.57 2.98 2.71 3.39 4.06 0.08 0.07 0.09 0.10
家族労働費 16 33.93 2.18 1.98 2.48 2.97 0.06 0.06 0.07 0.09
雇用労働費 17 5.63 0.80 0.73 0.91 1.09 0.14 0.13 0.16 0.19

費用合計 18 147.55 25.42 23.08 28.85 34.62 0.17 0.16 0.20 0.23
副産物差引生産費 19 140.60 25.42 23.08 28.85 34.62 0.18 0.16 0.21 0.25
資本利子 20 7.77 0.02 0.02 0.02 0.02 0.00 0.00 0.00 0.00
地代 21 38.40 10.40 9.44 11.81 14.17 0.27 0.25 0.31 0.37
全算入生産費 22 186.77 35.83 32.54 40.68 48.81 0.19 0.17 0.22 0.26
参考数値(円/kg）
粗収益（農場価格） 23 229.90 39.93 36.27 45.33 54.40 0.17 0.16 0.20 0.24
利潤 24 43.13 4.10 3.72 4.65 5.59 0.10 0.09 0.11 0.13
経営全体の試算
１０ａあたり収量（kg） 25 503 725.76 725.76 725.76 725.76 1.44 1.44 1.44 1.44
平均栽培面積（ha） 26 20.28 172.4 172.4 172.4 172.4 8.50 8.50 8.50 8.50
玄米収穫量(トン) 27 102.01 1251.21 1251.21 1251.21 1251.21 12.27 12.27 12.27 12.27
売上高（万円） 28 2345.17 4996.50 4537.63 5672.04 6806.45 2.13 1.93 2.42 2.90
生産費（万円） 29 1905.18 4483.50 4071.75 5089.68 6107.62 2.35 2.14 2.67 3.21
利潤（万円） 30 440.00 513.00 465.88 582.35 698.83 1.17 1.06 1.32 1.59
日本の収量増時（他は一定）の試算
収量＝600kg時の全算入生産費 31 156.57 35.83 32.54 40.68 48.81 0.23 0.21 0.26 0.31
収量＝700kg時の全算入生産費 32 134.21 35.83 32.54 40.68 48.81 0.27 0.24 0.30 0.36
収量＝725.76kg時の全算入生産費 33 129.44 35.83 32.54 40.68 48.81 0.28 0.25 0.31 0.38
出典：矢口(2012、表１)の「日本15ha以上」および「アメリカ・カリフォルニア」のデータに基づいて、筆者作成

費目（円/kg）↓

アメリカ
カリフォルニア（日本円での表示）

アメリカ
カリフォルニア（日本を1.00とした時の比率）

項
目
番
号

Ⅳ．稲作経営革新に向けた研究開発―農匠ナビ 1000 プロジェクトを事例として―

本節では、30~150ha 規模の先進大規模稲作経営における革新的稲作技術体系・生産管理

システムの研究開発実証の取り組み事例を紹介し、先進的大規稲作経営における経営革新に

ついて考察を行う。
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九州大学が中核機関（代表：南石晃明）となり、農業生産法人、農機メーカ、IT 企業、国

立研究機関、県立農業試験場、大学等のオールジャパン体制で、「農業生産法人が実証するス

マート水田農業モデル（IT 農機・圃場センサー・営農可視化・技能継承システムを融合した

革新的大規模稲作営農技術体系の開発実証）（略称：農匠ナビ 1000）」を実施している。本プ

ロジェクトは、農林水産省「攻めの農林水産業の実現に向けた革新的技術緊急展開事業」（う

ち産学の英知を結集した革新的な技術体系の確立）で採択された研究プロジェクトの 1 つで

ある（南石ら、2014）。

本研究プロジェクトの第１の研究目的は、100ha超の先進的大規模経営では生産費150円程

度を実現している経営も存在していると推測され、こうした経営の稲作技術パッケージ化に

より、生産費を低減させつつ、高収量高品質を維持する技術体系の確立を行うことである。

第２の研究目的は、革新的な栽培技術・生産管理・経営管理技術の開発により、高収量高品

質を維持しつつ、さらに生産費をどこまで低減可能かを解明することである。図５は、こう

した先進的大規稲作経営における経営革新による生産費低下のイメージを図示している。

なお、生産費150円/kgが実現されたとしても、米国カリフォルニアの生産コストの約３倍

程度である。既に前節で指摘したように、このことは、わが国の稲作経営は、基本的には低

コスト戦略ではなく高付加価値戦略をとるべきであることを示唆している。ただし、高付加

価値戦略を成功させるためにも、生産コスト低減に最大限の努力をすべきである。

図５ 先進的大規稲作経営における経営革新による生産費低減のイメージ

出典：南石ら（2014）から一部抜粋。

注：「サンプルコスト（カリフォルニア）」は農林水産省資料による。

上記の研究目的の達成のため、現在の先端実用稲作技術を用いて最適に近い栽培管理・生

産管理を行っている、わが国を代表する先進的大規模稲作経営が共同研究機関として参画す
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ることが必須である。そこで、30ha～150ha規模の農業生産法人４社（関東、近畿、北陸、九

州）が参画している点が、農匠ナビ1000プロジェクトの大きな特徴になっている。こうした

先進大規模経営における実用稲作技術体系の技術パッケージ化を行い、その栽培ノウハウや

管理ノウハウも含めて体系化・形式知化することを目指しているのである。

図６は、情報マネジメントの視点から見た農匠ナビ1000研究プロジェクト全体構想を示し

ている。本プロジェクトでは、情報通信技術ICTを最大限活用し、第１に圃場別の農作業・気

象（水温・水位）・土壌・作物生育情報を収集し、第２にこれを蓄積し稲作ビッグデータを構

築し可視化・解析を行う。第３に、これらの解析に基づいて、気象・市場変動対応型生産・

作業管理を支援する。

図５ 情報マネジメントの視点から見た農匠ナビ1000研究プロジェクトの全体構想

こうした情報マネジメントにより、経営管理・生産管理が高度化し、先進経営の技術体系

やノウハウを他の経営や地域への普及が可能になり、全国平均全算入生産費を大幅（４割以

上）に低下させることが可能になる。また、情報通信技術ICTを活用した革新的な栽培技術・

生産管理・経営管理技術の開発により、100ha超の規模において、高収量高品質を維持しつつ、

生産費をどこまで低減可能かを解明することも可能になる。

農匠ナビ 1000 プロジェクトは、研究開始直後 1 年にも満たないが、今まで研究過程から、

生産コスト低減を実現するためのポイントは、以下の点であると思われる。第 1 に、規模拡
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大による農業機械・施設の減価償却等の固定費低減を進めるためは、農業機械・施設の稼働

率を向上させることが必須である。このためには、多様な品種や栽培方法を組合せて作期を

拡大することが重要である。なお、生産コストの切り札として、直播栽培技術が有望とする

意見もあるが、直播栽培は移植栽培等との組み合わせ技術の１つに過ぎないとの意見もある。

第 2 に、規模拡大をしても収量や品質を維持向上させ、作業時間を削減することが必須であ

る。そのためには、栽培技術技能を向上させる必要がある（南石・藤井、2015）。大規模経

営であることで、優秀な人材の確保が容易になったり、作業者の作業面積が拡大し経験蓄積

が加速し、技術技能が向上が向上したり、社内で人材育成を行う余力ができる可能性がある。

第 3 に、一定の規模（例えば 100ha 程度）に達すると、その後の規模拡大に伴い、新たに作

付を始める圃場が従来の作付地域内にあることが多く、圃場間移動距離が短くなったり、隣

接する圃場の畦畔を除去して大区画化することが可能になる。これにより、作業効率が向上

する可能性がある。第４に、資材調達および販売面での交渉力が向上するなど、経営管理面

での大規模化のメリットも高まる可能性がある。第５に、気象リスクや市場リスクの下で、

販売計画に応じた生産計画を作成・実施できる生産管理システムの確立が必須である。プロ

ジェクトに参画しいている大規模稲作経営の中には、上記の１～４の点を実現している事例

がみられる。

Ⅴ．おわりに

わが国においても、農業生産法人等の育成により経営規模を拡大することで、生産費低下

は可能であり、さらに ICT 等を活用して経営管理・生産管理の革新により、150 円/kg 程度

の生産費を実現することは可能と思われる。さらに、カリフォルニア並の収量に達すれば 100

円に近づく可能性もあると思われる。しかし、わが国の気候風土、圃場条件、地代や資材価

格を前提とする限り、カリフォルニア並の生産コストを実現することは困難である。

このことは、わが国の稲作経営は、最大限の生産コスト低下を目指しながら、高付加価値

戦略を目指すべきであることを示している。わが国の一人当たり米の消費量は減少傾向にあ

るが、仮に近い将来の年間消費量を 50kg、ブランド米の購入価格を 500 円/kg とすると、主

食への支出は年間 25000 円程度と推計される。こうした主食への支出額を、嗜好食品飲料や

スマホ料金への支出額と比較して、消費者が妥当と感じられるような付加価値を提供するこ

とが、わが国の稲作経営に期待されている。
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